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特集 経営インテリジェンス

1	 VUCA時代には社内も社外も「見えない化」が進む。この状況を打破するには、有効
な経営情報の収集・分析と的確な意思決定が必要不可欠だが、収集・分析を担う経営
企画スタッフ、意思決定を担う経営陣、それらをつなぐ経営プロセスの全てに課題があ
る。野村総合研究所（NRI）は、これらを経営不全症候群（MDS）と称し、 4つの疾
患とのアナロジーを引いて問題提起する。

2	 認知疾患とはそもそも、自社の内外環境変化を察知できていないという症状で、原因は
経営企画部門が提供する経営情報の不完全さにある。

3	 分析疾患は、分析業務を担う経営企画スタッフが本来業務以外の低付加価値業務に時
間とエネルギーを奪われていることが主たる原因である。VUCA時代に要求される、よ
り定量的かつ広範な経営情報を効果的に分析し、その結果を意思決定可能な形で提言
する方法論自体が分からないという問題もそこに併せ潜む。

4	 さらに、判断疾患は、経営陣自身の理解が深い特定事業や領域を超えた、全社レベル
のゼネラルマネジメントの能力が低いことと、加えて、経営陣一人一人のアカンタビリ
ティが明確になっていないことに起因する。

5	 行動疾患（＝生活習慣病）の 2大要因は、経営陣の日常的な業務時間配分の歪み、彼
らが日常的に接している情報源の偏りにある。

6	 これらを打開する突破口は、「3C＋PEST」という広範な経営情報を「当社へのインパ
クト」という示唆が抽出できる形に収集・分析を行い、さらには、将来的な内外の経営
環境変化に能動的に対応するための比較可能な複数シナリオを提示し、経営陣の判断
をスピーディーに支援するような「経営インテリジェンス機能」の構築にある。
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Ⅰ	VUCAと意思決定不全

1	 グローバル競争に挑む「以前」の
	 状態にある日本企業

海外の経営者が集まるビジネスフォーラム
などに参加すると、VUCA（Volatile：変動
性、Uncertain：不確実性、Complex：複雑
性、Ambiguous：曖昧性）という言葉で企
業の経営環境認識が語られることが多い。
VUCAは米国の軍事用語をルーツとした「予
測不能な経営環境」を意味する造語である
が、VUCA時代には社内も社外も深刻な「見
えない化」が進むことが世界の有力企業の間
では懸念されている。

過去の経験則や現地人脈が価値を生まない
「未体験のグローバリゼーション」は、社内
の自社状況を見えにくくし、自社のバリュー
チェーンを取り巻くさまざまな社外の経営環
境もこれまで以上のスピードと規模で変化す
る。消費者・生活者の価値観はSNSなどの普

及により一元化され、瞬く間に変化し続け
る。社会の企業に対する期待感や評価も、昨
今 のESG（Environment： 環 境、Society：
社会、Governance：ガバナンス）への関心
の高まりが表す通り、より高い次元での社会
的責任を要求してくる（図 1 ）。

日本企業は、このVUCA時代にグローバル
競争に立ち向かわねばならない状況に置かれ
つつも、足元の母国における本業の綻びや、
続発する社内不祥事への対応に追われる状況
が続いている。これではグローバルな市場で
の強敵と丁々発止の戦いはできない。

これまで何十年という時間をかけて培って
きたブランドや、技術力、優秀な社員といっ
た経営資源があるにもかかわらず、経営レベ
ルでの意思決定を大きく誤ったことによっ
て、あるいは何も決定できないまま時間が過
ぎたことによって、会社全体が立ち行かなく
なってしまう有名企業もここ数年で相次いで
いる。グローバリゼーションを勝ち抜くに

図1　VUCA時代で進む社内外の「見えない化」
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Ⅱ	 4 疾患領域の内部構造

1	 認知疾患
認知疾患とは、そもそも自社の内外環境変

化を察知できていないという症状で、原因は
経営企画部門が提供する経営情報の不完全さ
にある。企業経営者は社内と社外の「見えな
い化」に苦しんでいるが、社内の「見えない
化」を加速している要因は、数年前から未体
験ゾーンに突入している急激なグローバリゼ
ーションである。新たに進出した海外市場で
は過去の経験やナレッジが利かない状況の中
で、現地人材を最大限に活用すべくオペレー
ションの重要ポストを現地化することによっ
て、日本本社からは自社の現場すら見えなく
なる。

一方、社外に目を向けると、経営環境の不
確実性が増す中で、たとえば、リーマンショ
ック、英国のEU離脱、米国のトランプ政権
誕生、新興国での政権交代、地球規模でのテ
ロリズムの横行、予想外の業界再編、デジタ
ルマーケティングの急速な進展など、こちら
もこれまで全く想定すらしなかった激変が押
し寄せている。

後段のアンケート調査結果でも述べるが、
日本企業が経営レベルの意思決定において認
知している経営情報は、「3C＋PEST」とい
う情報のごく一部に過ぎない。せいぜい既存
顧客、従来から認知している競合企業、
PEST（政治、経済、社会、技術）の一般的
E（経済動向）までである。異業種から突如
市場参入した新興勢力企業や、日進月歩を続
けるICT関連と自社ビジネスとのかかわり、
ますます要求を高める顧客の声などをタイム
リーに収集・分析することができていない。

は、意思決定のあり方そのものを抜本的に変
革する必要がある。

2	 現場の優秀さと対照的な
	 経営レベルの意思決定の不作為

企業経営において、日本企業と海外有力企
業の間には、決定的かつ根本的なギャップが
存在するように思われる。それは現場のオペ
レーション階層のギャップではなく、経営ト
ップとそれを取り巻く経営陣が担う意思決定
のギャップにあると筆者は考えている。正し
い意思決定ができない日本企業の背景にある
病巣を「経営不全症候群（MDS：Manage-
ment Dysfunctional Syndrome）」と名づけ
ているが、その病巣は図 2 のように「認知疾
患」「分析疾患」「判断疾患」そして日常的に
症状が蓄積する「行動疾患（＝生活習慣病）」
の 4 領域から構成されると分析している。以
下では、この疾患領域ごとに、日本企業に構
造的に根付く疾患の要因を考察し、それらを
打破する突破口として「経営インテリジェン
ス機能」の重要性について提言する。

図2　経営不全症候群
（Management Dysfunctional Syndrome: MDS）
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属する多くのスタッフは、ほかのコーポレー
ト組織と連携しながら、これらの低付加価値
業務に膨大な時間とエネルギーを投入するこ
とになる。その結果、経営判断に有効な内外
の経営情報の分析、経営陣への提言のための
シナリオ構築作業に十分な時間を捻出するこ
とができなくなる。

さらに、経営企画部門のスタッフは、それ
まで事業部門や管理・間接部門を数年ごとに
ローテーションしてきた人材によって構成さ
れる場合が多い（まれに経営企画部門のみを
キャリアパスとするケースもあるが）。その
ため、おのずと、今後必要となる内外経営情
報を加工・分析するための技術的なスキルや
知識を持ち合わせていない場合が多い。需要
予測モデルなどを事業部門あるいはマーケテ
ィング部門に、コスト分析を原価企画グルー
プに、業績データの分析を経理部門に委ねる
ケースが多い。要するに、今後扱わなければ
ならない3C＋PEST情報を分析するアナリテ
ィクス分野のケイパビリティが大きく欠乏し
ているのである。

あるエネルギー関連企業の本社企画系スタ
ッフの業務分析をしたプロジェクトでは、企
画スタッフの業務時間の大半が社内会議資料
作成に費やされているという事実が浮かび上
がった。同社では伝統的に会議資料の作成過
程で、企画部門の上級者が下級者の資料原案
を「添削」することが重んじられていた。そ
の資料は企画部門内での完成を経て、会議参
加者に根回しされるたびに、さらなる詳細な
指摘事項や修正要請を受け、最終的には

「ver.20」というレベルまでの修正が積み上
がるケースも珍しくなかった。

一連の修正業務は、企業価値創造とは一切

正しい経営情報を認知できなければ、それに
基づいた意思決定もできない。

社内の不適切会計に加えて、買収した海外
子会社の業績の急激な悪化で存亡の危機に立
たされた東芝のケースも、経営不全症候群

（MDS）の観点から分析すればこの認知疾患
に相当する。すなわち、買収した米国原発メ
ーカーが抱えるさまざまな契約上の制約・コ
ミットメントの存在や、受注プロジェクトを
オンスケジュールで推進することができない
といった同社の能力限界を本社が把握してい
なかったことが、その後の対応策の遅れ、不
十分さにつながったといえる。

2	 分析疾患
分析疾患とは、分析業務を担う経営企画ス

タッフの時間とエネルギーが、本来業務以外
の低付加価値業務に奪われていることを主た
る原因とする疾患である。経営陣が意思決定
に要する経営情報を収集・分析する役割を担
うのは、経営企画部門と呼ばれるコーポレー
トレベルの戦略スタッフである。NRIは以前
から企画スタッフの業務分析を行ってきた
が、意思決定のための情報の収集・分析・提
言とはかけ離れた、俗にいう「調整業務」に
彼らの膨大な時間とエネルギーが投入されて
いる実態が明らかになった。

最大の原因は、過去数年間に日本企業のコ
ーポレートに設立されたさまざまな専門部
署、そしてそれらが発信する計画・方針類が
無数にあるという事実である。方針・計画が
あれば、それらを策定し、決裁を取り付ける
ための根回しや社内調整業務が必要となる。
PlanがあればDo、Check＆Actという経営管
理サイクルも必要となり、経営企画部門に所
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ある。
もう 1 つは、職務権限遂行の結果に関する

アカンタビリティが明確でない、ということ
にある。アカンタビリティとは、一般的に世
間で誤って使われている「説明責任」ではな
く、他人に委譲できるレスポンシビリティと
は明確に区別される、ほかには絶対に委譲で
きない、当人のみの究極的な成果責任と定義
されるものである。

役員一人一人のアカンタビリティが明確で
ないために、経営レベルの会議は合議的なも
のとなり、本来下されなければならない大胆
な（時にリスクを内包する）選択肢が選択さ
れることはない。結果として、構造改革の決
定的な機会を逸し、その間に、より迅速・大
胆な意思決定ができる海外の競争相手に大き
く水をあけられる。

こうした問題は、日本特有の人事制度や意
思決定風土とも密接に関係するが故に、大き
な難題であることも事実である。しかし、経
営不全症候群（MDS）は会社構成員全体の
話ではなく、意思決定をつかさどる最も大き
い責任と権限を持った経営陣の問題であり、
風土・制度の違いなどでは済まされない。過
去10年以上にわたるコーポレートガバナンス
の強化や、役員の職務と報酬の均衡化という
方向に舵を取ってきた日本企業は、今こそ、
経営の意思決定にかかわる役員のアカンタビ
リティの明確化と、結果に対する信賞必罰に
魂を込めるべきである。

ある消費財メーカーは、自社商品のグロー
バル市場での成長余力を獲得するために、そ
れまで全く経験値がないある新興国市場で、
地場の同業他社を数千億円を投じて買収し
た。しかし買収後の迅速な合理化の断行、バ

直結しない「内部会議」のためのものであ
り、さらに深刻な問題は、この資料作成のア
プローチや慣行が異常なものであるという事
実について、誰もその認識を持ち合わせてい
なかったという点にある。まさに、経営分析
スタッフが本来あるべき業務に時間とエネル
ギーを割けないという分析疾患の典型例とい
える。このような現象は程度の差こそあれ、
官僚的な風土が残る多くの企業にも散見され
る。

3	 判断疾患
判断疾患は、経営陣のゼネラルマネジメン

トの能力が低いことと、加えて、経営陣一人
一人のアカンタビリティが明確になっていな
いことに起因する。その根本的な原因は「経
営トップ」自身にある。合議的な経営風土が
強い日本企業においては、執行役員以上の

「経営陣」と言い換えても同じである。彼ら
が判断を誤る原因は 2 つある。

1 つは、社内昇格で役員以上のポストに上
り詰めた経営陣は、いずれも自身の出身分野

（畑ともいう）以外について理解・洞察し、
正しい質問を投げかけて、あるべき意思決定
に到達することができないことが挙げられ
る。自身の畑以外には、当然その分野出身の
社内昇格役員がいるわけであり、その役員に
経験値で勝ることができないといった委棄の
念がその背景にあると考えられる。一定以上
の上級ポジションにおいて、複数部門（事業
分野あるいは機能分野）を計画的にローテー
ションし、あるいは別の組織への出向などを
経て、「ゼネラルマネジメント」のスキルを
磨く試みは過去10年来続けられているが、い
まだに十分な成果を出せていないのも課題で
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ている。もし、グローバル市場で戦う欧米の
有力競合企業の経営者に同様な調査をしたな
らば、結果は全く異なるものになることは自
明である。

また、経営者が日常的に接している情報に
ついても「日本語媒体」が圧倒的に多く、そ
の媒体の中身は「一般社会経済紙」「業界関
連の一般誌」「自社が属する業界の専門誌」
の順に多い。VUCA時代に世界で流通するビ
ジネス情報の90％以上は英語記述という実態
を考えると、今後さらに海外売上高比率など
を高めなければならない日本などは、特に、
この状況を打破する必要がある。なお、アン
ケート調査を基にした分析結果については、
第四論考「経営インテリジェンス機能効率化
に向けた方策」を参照されたい。

Ⅲ	突破口としての
	 「経営インテリジェンス」
	 機能の構築

1	 第一歩は有効な社外の
	 経営情報の収集・分析

VUCA時代には、これまで考察した疾患を
乗り越え、より頻度高く、よりダイナミック
な（定期的なルーティン以外の）経営レベル
の意思決定が求められる。そのためにまず整
備しなければならないのは「経営情報」であ
る。NRIでは経営情報を「3C＋PEST」で分
類しているが、多くの日本企業は3Cのうち
自 社（Company） 以 外 の2C（Customer、
Competitor）の経営情報から収集・分析状
況を再点検する必要があると考える。

Customerに関する経営情報収集とは、従
来の国内の「お得意様」「取引先」を越えて

リューチェーンの統合、相互の強み（被買収
側のチャネル力とブランド力、買収側の研究
開発力と品質管理技術）の注入といった、経
営レベルの意思決定がことごとく後手に回っ
たため、買収後数年を経て、当該会社を買収
価格未満の条件で売却し、数百億円の特別損
失を計上することになった。その特別損失の
成果責任を明確にしたと読み取れるような、
上層部の役員人事的なけじめは外部から見る
限り一切行われなかった。集団的な経営責任
不明瞭体質を最後まで引きずったケースとし
て、これは典型的な判断疾患といえる。

4	 行動疾患（＝生活習慣病）
ここでいう生活習慣病は、その活動が習慣

化・常識化して長年蓄積し、いざというとき
に、基本的な身体能力の発揮を困難にする疾
患を指す。生活習慣病の要因は、経営陣の日
常的な業務時間配分の歪みや、彼らが日常的
に接している情報源の偏りにある。NRIでは
このような偏りに関して、売上500億円以上
の日本企業を対象にしたアンケート調査を実
施したが、その結果、以下のような傾向が明
らかになった。

国内対海外、そして各々の場所において
「社内会議・拠点業務」「顧客との商談、市場
視察」「業界団体活動」「IR」「その他」とい
った区分で経営者（アンケートでは社長に限
定）が投入している時間を見ると、圧倒的な
時間（全業務時間の85％以上）が国内、そし
てその内訳も「社内会議・拠点業務」の割合
が「顧客との商談、市場視察」よりも高くな
っているという実態があった。筆者は、これ
を「経営者の穴熊（アナグマ）現象」と指摘
し、深刻な行動疾患（＝生活習慣病）と捉え
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営インテリジェンス」機能として提言する
（図 3 ）。また経営会議へ諮る際には、特定の
意思決定を支持する単一シナリオのみではな
く、複数の現実的なシナリオをセットで提供
することが重要と考える。そのためにも、次
論考以降で提言するような経営分析専門スタ
ッフ（BA：Business Analyst）人材の獲得
と早期養成を目指すべきである。次論考以降
では、経営情報の「見える化」を出発点と
し、「見たくなる化」、さらには「経営インテ
リジェンスの高度化へ向けた改革アプロー
チ」について、日本企業の現状分析を含めて
具体的に提言していきたい。

2	 日常的に接する情報源を
	 グローバル化する

社内の疾患治療のため、一連の業務改革を
断行すると同時に、経営トップが日常的に接
する情報源を早期にグローバル化する必要が

海の向こうの顧客や将来の顧客の声を真剣に
集めることである。そしてその海の向こうの
市場における競争相手についても、再度、情
報を収集・整理すべきである。昨今のITの
技術革新や新興国での規制緩和、あるいは先
進国での規制強化の流れを受けて、これまで
とは異なる競合相手が出現している可能性が
高い。

3Cの次はPEST（政治、経済、社会、技
術）情報の収集である。単なるオンラインサ
ービスの一般会員情報ではなく、著名エコノ
ミストが発信するレポートだけでもない、こ
れらPESTが「当社にとって意味することは
何か」を分析し、経営陣が全社的な意思決定
に活用できる形で、経営会議の場にタイムリ
ーに提供することが求められる。

NRIは、従来の経営情報の範囲を超えた
「3C＋PEST」の情報を、「当社への示唆」と
いうレベルまで分析・提言をする機能を「経

図3　経営情報の高度化・インテリジェンス化

複数シナリオ提言

当社への示唆

意思決定に資する経営情報が提供できている状態

経営情報の「見たくなる化」

有効な経営情報が欠乏している状態

実績・予算の細
かいエクセルを
見せられても、
原因もアクショ
ンも分からない

うちのBIシステム
の視聴率は低い、
確かにあれでは見
る気にならない

グループ会社
の業績実績を
2週間後に提
供されても手
を打てない

新興勢力の競合
企業情報が不足
してる

「顧客の声」は
ちゃんと聴けて
いるのか？

エコノミストの
レポートが回覧
されてもなあ…

PESTのPST情
報などの提供が
何もない……

経営管理部は
社内調整で疲
弊している

経
営
イ
ン
テ
リ
ジ
ェ
ン
ス

基
礎
・
基
盤経営情報の「見える化」

平時か有事かの評価

3C＋PEST情報の収集・分析

BA
（ビジネス・
アナリスト）
による

インテリジェンス
活動
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ある。自身の業界関係者や顧客が集う国際的
な会合に、経営トップ自らが時間とエネルギ
ーを投入すべきである。英語力に問題があっ
ても優秀な社内スタッフを同行すればよい
し、そもそも自身の業界の専門用語でコミュ
ニケーションがなされる会合であれば、十分
な情報と知見の交換は可能なはずだ。

経営トップ自らがこのようなグローバルビ
ジネスの最先端の場に、現地・現物の精神で
身を投じることにより、自社が置かれた危機
的な状況や、近い将来に現実のものとなる、
大きな潮流を直接感知することができる。そ
れこそが、日本企業が真にグローバルプレイ
ヤーとして顧客にも競合他社にも認識される
ことにつながり、経営インテリジェンス機能
の高度化に向けた改革に一層の拍車をかける
効果的なアプローチとなる。経営トップが穴

熊（アナグマ）状態を即刻打破し、広く、高
く情報のアンテナを立てることを提言した
い。
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